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熊本県情報公開審査会の答申 の概要（平成１３年１１月２７日付け第６７号）

１ 諮問の概要

別紙１の「公文書の件名」の欄に掲げる公文書の非開示決定又は一部開示決定に

対する異議申立てについて（諮問第７１号他）

（参考）原処分の概要

別紙１のとおり、非開示決定又は一部開示決定（実施機関：教育委員会）

（理由）平成１０年改正前条例第８条第２号又は平成１０年改正後条例第８条第

２号該当。

教職員、生徒等の氏名など非開示とした部分は、個人に関する情報であ

って、特定の個人が識別され、又は識別され得るため。

２ 答申の骨子

（１）審査会の結論

実施機関が行ったそれぞれの非開示決定又は一部開示決定により非開示とした

部分のうち、別紙２に掲げる部分は開示すべきである。その余の実施機関の判断

は妥当である。

（２）審査会の判断要旨

① 諮問第７１号関係

、 、ア 各大会で入賞した教職員及び生徒の氏名は 既に公知の事実になっており

これらを開示しても、当該教職員及び生徒個人のプライバシーを侵害するお

それがない情報であることが認められたので、平成１０年改正前条例第８条

第２号ただし書ロに該当し、開示すべきである。

イ 水泳中の事件名及び高校名からは、直接特定の個人が識別されないこと、

また、他の情報と組み合わせることによっても、特定の個人が識別され得な

いことが認められたので、同号に該当せず、開示すべきである。

ウ その余の実施機関の判断は妥当である。

② 諮問第７２号関係

実施機関の判断は妥当である。

③ 諮問第７４号関係

ア 平成１０年１０月１日以後に決裁等の手続が終了した公文書に記載されて

いる教職員の氏名は、平成１０年改正後条例第８条第２号ただし書ハに該当

し、開示すべきである。



- 2 -

イ 職員会議録に記載されている教職員の発言内容からは、直接特定の個人が

識別されないこと、また、他の情報と組み合わせることによっても、特定の

個人が識別され得ないことが認められたので、平成１０年改正前条例第８条

第２号に該当せず、開示すべきである。

エ 高校名からは、特定の個人が識別され得ないことが認められたので、平成

１０年改正前条例又は平成１０年改正後条例第８条第２号に該当せず、開示

すべきである。

オ その余の実施機関の判断は妥当である。

④ 諮問第７５号関係

実施機関の判断は妥当である。

※ 生徒及び生徒の保護者の相談内容及び発言内容について

保健室では、心身の健康に問題を持つ生徒等が他人には言えない自己の悩み

等を打ち明けるものであり、当該内容が仮に開示されれば、保健室へ相談に

来た生徒又はその生徒の保護者と学校との信頼関係が著しく損なわれ、保健

室の業務の目的が損なわれること、かつ、学校業務の円滑な執行及び運営に

支障が生ずることは明らかであると認められるので、平成１０年改正前条例

第８条第８号に該当するので、非開示は妥当である。

⑤ 諮問第７６号から第７８号まで、第８１号、第８３号、第８４号、第９０号

関係

実施機関の判断は妥当である。

⑥ 諮問第９２号関係

ア 弁護士の氏名は、事業を営む個人の当該事業に関する情報であり、平成１

０年改正前条例第８条第２号に該当しない。同条第３号該当性については、

弁護士の社会的立場及び役割からすれば、一般的に弁護士の氏名は公とされ

るものであり、これを開示しても、弁護士と依頼者との信頼関係を損なうお

それはないと認められることから、弁護士の競争上の地位その他正当な利益

を害するとは認められないので、同号に該当せず、開示すべきである。

イ その余の実施機関の判断は妥当である。

⑦ 諮問第９３号関係

実施機関の判断は妥当である。

⑧ 諮問第１０１号関係

開示請求に係る公文書は、上記諮問第７８号における開示請求に係る公文書

の中の、生徒健康診断票（一般）及び生徒健康診断票（歯・口腔）と同一のも

のであるとが認められた。

実施機関は、諮問第７８号に係る開示請求に対して当該公文書と同一の文書
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を一部開示しており、当審査会としては、当該一部開示決定が妥当であると判

断している。したがって、当該公文書を全部非開示とした実施機関の判断は妥

当ではなく、諮問第７８号に係る開示請求に対して実施機関が開示した部分と

同様の部分を開示すべきである。
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別紙１

開示請求 非開示決定 異議申立て諮問 公 文 書 の 件 名
年 月 日 年 月 日 年 月 日番号

７１ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立済々黌高等学校における校務日誌

（９８年５月２０日～７月２０日）

７２ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立済々黌高等学校における校務分掌

表（１９９８年度）

７４ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立済々黌高等学校における職員会議

録（１９９８年５月～１０月分）

７５ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立済々黌高等学校における保健日誌

（１９９８年５月２０日～５月３１日）

７６ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立鹿本商工高等学校から熊本県教育

委員会に提出された生徒事故報告書（９８年

５月～９９年３月）

７７ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立鹿本商工高等学校における校務分

掌（１９９８年度）

７８ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立鹿本商工高等学校から熊本県教育

委員会に提出された日本体育・学校健康セン

ター関連文書（１９９８年５月～１９９９年

１月）

８１ H11. 9. 7 H11. 9.21 H11.10. 5熊本県高等学校体育連盟規約等

８３ H11. 9. 7 H11. 9.21 H11.10. 5１９９８年度熊本県高等学校総合体育大会

バスケットボール競技大会＜男子の部＞の参

加申込書

８４ H11. 9. 7 H11. 9.21 H11.10. 5熊本県立済々黌高等学校において９８年５

月２９日に発生した県立鹿本商工高等学校在

籍の男子生徒（当時２年）の死亡事故、及び

同事故後の両校校長及び熊本県教育委員会対

応関連文書

９０ H11.11. 2 H11.11.16 H11.12. 8熊本県立鹿本商工高等学校及び県立済々黌

高等学校における平成１０年度の校務分掌

９２ H11.12. 8 H11.12.22 H12. 1.13平成１０年５月２９日に開催された熊本県

高校総体男子バスケットボール試合における

県立鹿本商工高等学校生徒の死亡事故に関連

して県立鹿本商工高等学校職員が出張したこ

とに関する出張伺、旅行命令簿、復命書、支

出命令書、支出命令内訳書

９３ H11.12. 8 H11.12.22 H12. 1.13平成１０年５月２９日に開催された熊本県

高校総体男子バスケットボール試合に関連し

て県立鹿本商工高等学校職員が出張したこと

に関する出張伺、旅行命令簿、復命書、支出

命令書、支出命令内訳書

１０１ H12. 4.27 H12. 5.11 H12. 5.29平成１０年５月２９日に開催された熊本県

高校総体男子バスケットボール試合において

死亡した県立鹿本商工高校生徒に係る健康診

断に関する文書
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別紙２

諮問 開示すべき部分

番号

７１ ・ 平成１０年５月３１日付け校務日誌に記載されている熊本県高等学校総

合体育大会で入賞した生徒の氏名

・ 平成１０年７月４日付け校務日誌に記載されている熊本県水泳選手権１

００ｍ平泳で優勝した教職員の氏名

・ 平成１０年７月１５日付け校務日誌に記載されているフェンシング九州

大会で入賞した生徒の氏名

・ 平成１０年６月５日付け校務日誌の通達事項の欄に記載されている水泳

中の事件名

・ 高校名

７４ ・ 高校名

・ 平成１０年６月３０日付け職員会議録のその２及び同年７月３１日付け

職員会議録のその４に記載されている教職員の発言内容

・ 平成１０年１０月１２日付け職員会議録に記載されている教職員の氏名

９２ ・ 弁護士の氏名

１０１ ・ 諮問第７８号に係る開示請求に対して実施機関が開示した部分と同様の

部分
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諮問第７１号、第７２号、第７４号から第７８号まで、第８１号、第８３号、

第８４号、第９０号、第９２号、第９３号及び第１０１号

答 申

第１ 審査会の結論

別表第１の「開示請求に係る公文書の件名」の欄に掲げる公文書の開示

を求める請求に対して、熊本県教育委員会（以下「実施機関」という。）

が行ったそれぞれの非開示決定又は一部開示決定（以下「本件各非開示等

決定」という。）において非開示とした部分のうち、別表第４に掲げる部

分は開示すべきである。その余の実施機関の判断は、妥当である。

第２ 諮問に至る経過

別表第１のとおりである。

第３ 異議申立人の主張

１ 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は、本件各非開示等決定を取り消し、及び当該情報

（個人の住所、電話番号、生年月日、個人を識別するための番号・記号、

暗証番号、生育歴、学歴、及び本人の了解を得ていない個人（私人・公

務執行中以外の公務員）の氏名を除く。）を全部開示することを求める

ものである。

２ 異議申立ての理由

異議申立人が異議申立書の中で述べている異議申立ての理由は次のと

おりである。

熊本県情報公開条例第１条の趣旨に反する。

第４ 異議申立てに対する実施機関の説明要旨

実施機関の説明を総合すると、本件各非開示等決定をした理由は、熊本

県情報公開条例の一部を改正する条例（平成１０年熊本県条例第３０号）

附則第３項の規定によりなお従前の例によることとされる同条例による改

正前の熊本県情報公開条例（昭和６１年熊本県条例第３７号。以下「平成
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１０年改正前条例」という。）第８条第２号又は熊本県情報公開条例の一

部を改正する条例による改正後の熊本県情報公開条例（以下「平成１０年

改正後条例」という。）第８条第２号に規定する「個人に関する情報であ

って、特定の個人が識別され、又は識別され得るもの」に該当するためで

あり、その詳細は、それぞれ別表第２のとおりである。

第５ 審査会の判断

当審査会は、本件各非開示等決定の妥当性について調査、審議した結果、

以下のように判断する。

１ 平成１０年改正前条例第８条第２号及び平成１０年改正後条例第８条

第２号について

平成１０年改正前条例第８条第２号本文及び平成１０年改正後条例第

８条第２号本文は、開示しないことができる情報として「個人に関する

情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特

定の個人が識別され、又は識別され得るもの。」と規定している。この

趣旨は、個人の尊厳及び基本的人権の尊重の立場から、個人のプライバ

シーについては最大限に保護することとし、特定の個人が識別され得る

ような情報が記録されている公文書については非開示とすることを定め

たものである。平成１０年改正後条例第８条第２号ただし書ハは、その

例外として「公務員（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２

条第１項に規定する国家公務員及び地方公務員法（昭和２５年法律第２

６１号）第２条に規定する地方公務員をいう。）の職務の遂行に係る情

報に含まれる当該公務員の職及び氏名」を開示することができる旨を定

めたものである。

なお、平成１０年改正前条例第８条第２号は、公務員の職務の遂行に

係る情報に含まれる当該公務員の職及び氏名とそれ以外の個人に関する

情報を区別していないので、個人に関する一切の情報を非開示とするも

のであると解する。

当審査会は、以上のことを踏まえて、実施機関が本件各非開示等決定

において非開示とした部分が、平成１０年改正前条例第８条第２号又は

平成１０年改正後条例第８条第２号に該当するか否か、以下検討するこ

ととする。



- 3 -

２ 開示請求に係る公文書及び平成１０年改正前条例第８条第２号又は平

成１０年改正後条例第８条第２号該当性について

（１）諮問第７１号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部

省令第１１号）第１５条第１項の規定により学校において備えなけ

ればならないとされる表簿のうち、同項第２号に規定する学校日誌

として、熊本県立済々黌高等学校（以下「済々黌」）という。）が

作成したものである。

当該公文書には、校務記事、通達事項、会議・大会等、参観来訪

及び職員の動静の内容が記載されている。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第７１号の欄に掲げる部分（以下「本件非開示部分①」とい

う。）を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

当該公文書は、平成１０年１０月１日前に決裁又は供覧の手続が

終了した公文書であると認められたので、平成１０年改正前条例第

８条の規定が適用される。

（ア）まず、本件非開示部分①のうち、教職員及び生徒の氏名（平成

１０年５月３１日付け校務日誌に記載されている熊本県高等学校

総合体育大会で入賞した生徒の氏名、同年７月４日付け校務日誌

に記載されている熊本県水泳選手権１００ｍ平泳で優勝した教職

員の氏名及び同年７月１５日付け校務日誌に記載されているフェ

ンシング九州大会で入賞した生徒の氏名を除く。）、生徒のクラ

ス名、教職員の年次有給休暇の取得時間及び休暇の種類並びに同

年６月２９日付け校務日誌の校務記事の欄に記載されている教職

員を祝する内容について検討する。これらの情報は、個人に関す

る情報であって、特定の個人が識別され、又は識別され得るもの

であることが認められたので、平成１０年改正前条例第８条第２

号本文に該当する。また、同号ただし書イからハまでのいずれに

も該当しない。

（イ）しかしながら、実施機関が非開示とした教職員及び生徒の氏名
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のうち、平成１０年５月３１日付け校務日誌に記載されている熊

本県高等学校総合体育大会で入賞した生徒の氏名、同年７月４日

付け校務日誌に記載されている熊本県水泳選手権１００ｍ平泳で

優勝した教職員の氏名及び同年７月１５日付け校務日誌に記載さ

れているフェンシング九州大会で入賞した生徒の氏名については、

個人に関する情報であって、特定の個人が識別されるものである

ことが認められたが、同号ただし書ロ「実施機関が公表すること

を目的として作成し、又は取得した情報」の該当性について検討

する必要がある。この規定に該当する情報の範囲としては、個人

が公表することについて了承し、又は公表することを前提として

提供した情報及び公にすることが慣行となっていて、公表しても

社会通念上個人のプライバシーを侵害するおそれがないと認めら

れる情報が含まれると解する。これらの各大会で入賞した教職員

及び生徒の氏名は、新聞、テレビ等で報道されることにより、既

に公知の事実になっており、これらを開示しても、当該教職員及

び生徒個人のプライバシーを侵害するおそれがない情報であるこ

とが認められた。したがって、当該教職員及び生徒の氏名は、同

号ただし書ロに該当するので、実施機関の主張は採用できない。

（ウ）次に、本件非開示部分①のうち、平成１０年６月５日付け校務

日誌の通達事項の欄に記載されている水泳中の事件名について検

討する。

一般に「特定の個人が識別され、又は識別され得るもの（情

報）」とは、特定の個人が公文書から直接識別できる情報だけで

なく、当該情報からは直接特定個人が識別されなくとも、他の情

報と組み合わせることにより、特定の個人が識別され得る情報も

含まれると解する。なお、ここでいう「他の情報」の範囲として

は、公知の情報や、図書館等の公共施設で一般に入手可能なもの

など一般人が通常入手し得る情報が含まれ、特別の調査をすれば

入手し得るかも知れないような情報は、その範囲に含まれないも

のと解するのが妥当である。

これを前提として、当該事件名について検討すると、この情報

からは、直接特定の個人が識別されないこと、また、他の情報と

組み合わせることによっても、特定の個人が識別され得ないこと
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が認められた。したがって、当該事件名は、同号に該当せず、実

施機関の主張は採用できない。

（エ）次に、本件非開示部分①のうち、高校名について検討する。

当該高校名は、個人に関する情報でなく、また、この情報から

特定の個人が識別され、又は識別され得ないことが認められた。

したがって、当該高校名は、同号に該当せず、実施機関の主張は

採用できない。

（２）諮問第７２号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、熊本県立学校管理規則（昭和３２年教

育委員会規則第６号。以下「学校管理規則」という。）第１１条の

規定により校長が定めた校務分掌表である。

当該公文書には、済々黌における校務について、各部の係ごとに

校務の内容及び当該係に所属する教職員の氏名が記載されている。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第７２号の欄に掲げる教職員の氏名を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

当該公文書は、平成１０年１０月１日前に決裁又は供覧の手続が

終了した公文書であると認められたので、平成１０年改正前条例第

８条の規定が適用される。

実施機関が非開示とした教職員の氏名は、個人に関する情報であ

って、特定の個人が識別されるものであることが認められたので、

平成１０年改正前条例第８条第２号本文に該当する。また、同号た

だし書イからハまでのいずれにも該当しない。

（３）諮問第７４号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、学校管理規則第２８条の規定により学

校において備えなければならないとされる表簿のひとつであり、校

長が主宰する職員会議において協議された事項、決定した事項等の

内容が記載された会議録である。
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当該公文書には、済々黌における職員会議の開催期日、開催時間、

司会者名、記録者名、出欠確認者名、議題及び連絡事項の内容並び

に主たる意見や決定事項等の協議事項の内容が記載されている。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第７４号の欄に掲げる部分（以下「本件非開示部分②」とい

う。）を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号又は平成１０年改正後条例第

８条第２号該当性について

当該公文書のうち、平成１０年１０月１日前に決裁又は供覧の手

続が終了したもの（以下「１０月１日前公文書」という。）につい

ては平成１０年改正前条例第８条の規定が、同日以後に決裁又は供

覧の手続が終了したもの（以下「１０月１日以後公文書」とい

う。）については平成１０年改正後条例第８条の規定が、それぞれ

適用される。

（ア）まず、本件非開示部分②のうち、１０月１日前公文書に記載さ

れている教職員の氏名、生徒の氏名及びクラス名並びに１０月１

日前公文書のうち平成１０年７月３１日付け職員会議録に記載さ

れている転入考査及び不登校生徒についての協議及び報告内容並

びに平成１０年８月３１日付け職員会議録に記載されている教育

相談における生徒の状況についての報告内容について検討する。

これらの情報は、個人に関する情報であって、特定の個人が識別

され、又は識別され得るものであることが認められたので、平成

１０年改正前条例第８条第２号本文に該当する。また、同号ただ

し書イからハまでのいずれにも該当しない。

次に、実施機関は、１０月１日以後公文書に記載されている教

職員の氏名を非開示としている。平成１０年改正後条例第８条第

２号ただし書ハは、公務員の職務の遂行に係る情報に含まれる当

該公務員の職及び氏名については、開示することができることを

定めており、同号ただし書ハによれば、職員会議において発言し

た教職員の氏名を開示しない理由が認められないことから、実施

機関の主張は採用できない。

（イ）次に、本件非開示部分②のうち、平成１０年６月３０日付け職
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員会議録のその２及び同年７月３１日付け職員会議録のその４に

記載されている教職員の発言内容について検討する。これらの情

報からは、直接特定の個人が識別されないこと、また、他の情報

と組み合わせることによっても、特定の個人が識別され得ないこ

とが認められた。したがって、これらの情報は、平成１０年改正

前条例第８条第２号に該当せず、実施機関の主張は採用できない。

（ウ）次に、本件非開示部分②のうち、高校名について検討する。当

該高校名は、個人に関する情報でなく、また、この情報からは、

特定の個人が識別され、又は識別され得ないことが認められた。

したがって、当該高校名は、平成１０年改正前条例又は平成１０

年改正後条例第８条第２号に該当せず、実施機関の主張は採用で

きない。

（４）諮問第７５号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、済々黌の養護教諭が、平成１０年５月

２０日から同月３１日までに行った健康診断、健康相談、救急処置

その他の学校保健に関する業務の内容を記録したものである。

当該公文書には、同期間における同校の行事、学年及び性別ごと

の保健室への来室者数、来室者の相談内容等が日ごとに記載されて

いる。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第７５号の欄に掲げる部分（以下「本件非開示部分③」とい

う。）を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

当該公文書は、平成１０年１０月１日前に決裁又は供覧の手続が

終了した公文書であると認められたので、平成１０年改正前条例第

８条の規定が適用される。

（ア）まず、本件非開示部分③のうち、教職員及び生徒の氏名、クラ

ス名、部活動名、部活動における役職名、生徒の傷病の状況が記

載された部分について検討する。これらの情報は、個人に関する

情報であって、特定の個人が識別され、又は識別され得るもので
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あることが認められたので、平成１０年改正前条例第８条第２号

本文に該当する。また、同号ただし書イからハまでのいずれにも

該当しない。

（イ）次に、生徒及び生徒の保護者の相談内容及び発言内容について

検討する。これらの情報だけからは、直接特定の個人が識別され

ないこと、また、他の情報と組み合わせることによっても、特定

の個人が識別され得ないことが認められた。したがって、当該相

談内容及び発言内容は、同号に該当せず、実施機関の主張は採用

できない。ただし、これらの情報は、同条第８号該当性について

判断する必要があるので、次のウで検討することとする。

ウ 平成１０年改正前条例第８条第８号該当性について

平成１０年改正前条例第８条第８号は、開示しないことができる

情報として「県又は国等が行う取締り、監査、立入検査、許可、認

可、試験、入札、交渉、渉外、争訟その他事務事業に関する情報で

あって、開示することにより、当該事務事業の目的が損なわれるも

の、特定のものに不当な利益若しくは不利益が生ずるもの、当該事

務事業若しくは将来の同種の事務事業の公正若しくは円滑な執行に

支障が生ずるおそれがあるもの又は県の行政の公正若しくは円滑な

運営に著しい支障が生ずることが明らかなもの」と規定している。

この趣旨は、開示することにより、当該事務事業の公正又は円滑

な執行の確保に支障が生ずると認められる情報が記録されている公

文書については、非開示とすることを定めたものである。

まず、生徒及び生徒の保護者の相談内容及び発言内容は、同号に

規定する県が行う事務事業に関する情報に該当することは明らかで

ある。

次に、当該情報を開示することで、県が行う事務事業の公正又は

円滑な執行に支障が生ずるおそれがあるか否かについて検討する。

保健室は、養護教諭が心身の健康に問題を持つ生徒の状態を的確

に把握し、当該生徒がより健康になるように個別指導を行い、支援

していくための場所であるといえる。心身の健康に問題を持つ生徒

等は、身体的及び精神的な苦痛や悩みからの解放を求め保健室に来

室するが、そこでは、他人には言えない自己の心身の健康状態に関
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する悩み等が率直に打ち明けられるものである。当該情報が仮に開

示されれば、保健室へ相談に来た生徒又はその生徒の保護者と学校

との信頼関係が著しく損なわれ、保健室の業務の目的が損なわれる

こと、かつ、学校業務の円滑な執行及び運営に支障が生ずることは

明らかであると認められる。したがって、当該情報は、平成１０年

改正前条例第８条第８号に該当する。

（５）諮問第７６号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、学校管理規則第２７条の規定により熊

本県立鹿本商工高等学校（以下「鹿本商工」という。）が作成した

事故報告書である。

当該公文書は、鹿本商工の校長が実施機関に送付した事故報告書

並びにその添付書類である事故現場見取図、事故直後の周囲の状況

を示した図及び平成１０年度熊本県高等学校総合体育大会バスケッ

トボール競技（以下「本件競技」という。）の組合せの決定に係る

通知文で構成されている。事故報告書には、鹿本商工の生徒の事故

に関して、当該事故の発生年月日、発生場所、関係者氏名、経緯、

学校のとった処置等が記載されている。また、添付書類のうち、事

故現場見取図には事故直後にバスケットボールコート内にいた生徒

等の位置が、事故直後の周囲の状況を示した図には事故直後に鹿本

商工の生徒の周辺にいた生徒等の位置が、その氏名とともにそれぞ

れ記載されている。さらに、本件競技の組合せの決定に係る通知文

には、熊本県高等学校体育連盟会長が各高等学校長にあてた本件競

技の注意事項、実施要領及び組合せが記載されている。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第７６号の欄に掲げる部分（以下「本件非開示部分④」とい

う。）を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

当該公文書は、平成１０年１０月１日前に決裁又は供覧の手続が

終了した公文書であると認められたので、平成１０年改正前条例第

８条の規定が適用される。
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本件非開示部分④は、個人に関する情報であって、特定の個人が

識別されるものであることが認められたので、平成１０年改正前条

例第８条第２号本文に該当する。また、同号ただし書イからハまで

のいずれにも該当しない。

（６）諮問第７７号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、学校管理規則第１１条の規定により校

長が定めた校務分掌表である。

当該公文書には、鹿本商工における校務について、各部、学科等

主任の氏名、学年主任、クラス担任、副担任の氏名、各部長、副部

長及び所属職員の氏名並びにその他の係の担当者等の氏名が記載さ

れている。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第７７号の欄に掲げる教職員の氏名を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

当該公文書は、平成１０年１０月１日前に決裁又は供覧の手続が

終了した公文書であると認められたので、平成１０年改正前条例第

８条の規定が適用される。

実施機関が非開示とした教職員の氏名は、個人に関する情報であ

って、特定の個人が識別されるものであることが認められたので、

平成１０年改正前条例第８条第２号本文に該当する。また、同号た

だし書イからハまでのいずれにも該当しない。

（７）諮問第７８号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、学校の管理下における生徒の災害につ

いて学校の設置者と日本体育・学校健康センターとの間で締結され

た災害共済給付契約に基づき、日本体育・学校健康センター法施行

令（昭和６０年政令第３３１号）第６条の規定による災害共済給付

金の請求をするために、鹿本商工が作成したものである。

当該公文書は、鹿本商工の校長が熊本県教育長に送付した死亡見
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舞金支払請求書の提出に係る通知文及びその添付書類である死亡報

告書、死亡診断書、災害報告書、休業日の部活動報告書、教育計画

書、本件競技大会参加申込書（男子の部）、生徒健康診断票（一

般）、生徒健康診断票（歯・口腔）及び事故報告書で構成されてい

る。通知文には、鹿本商工の校長が熊本県教育長に対して死亡見舞

金の請求をする旨の内容が記載されている。死亡報告書、死亡診断

書及び災害報告書には、被災生徒等の氏名及び学年、保護者氏名、

事故発生の日時、災害発生の状況、死亡に至る経過等が記載されて

いる。休業日の部活動報告書、教育計画書及び本件競技大会参加申

し込み書（男子の部）には、本件競技大会実施年月日及び場所、鹿

本商工における参加人員、日程、本件競技に参加するコーチ及び生

徒の氏名等が記載されている。生徒健康診断票（一般）及び生徒健

康診断票（歯・口腔）には、生徒の氏名、生年月日、身長、体重、

歯の状態等に関する内容が記載されている。事故報告書は、上記

（５）アで述べた事故報告書と同一ものである。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第７８号の欄に掲げる部分（以下「本件非開示部分⑤」とい

う。）を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

当該公文書は、平成１０年１０月１日前に決裁又は供覧の手続が

終了した公文書であると認められたので、平成１０年改正前条例第

８条の規定が適用される。

本件非開示部分⑤は、個人に関する情報であって、特定の個人が

識別され、又は識別され得るものであることが認められたので、平

成１０年改正前条例第８条第２号本文に該当する。また、同号ただ

し書イからハまでのいずれにも該当しない。

（８）諮問第８１号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、これを作成した任意の団体である熊本

県高等学校体育連盟（以下「高体連」という。）から、実施機関が

取得したものである。
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当該公文書は、高体連規約、高体連競技会開催規定、大会参加資

格の別途に定める規定、熊本県高体連申し合せ事項、高体連表彰規

定、高体連特別（生徒）表彰規定、高体連表彰候補者推薦基準、高

体連加盟校一覧及び平成１０年度高体連役員表で構成されており、

これらには、高体連の設置及び運営等に関する内容並びに会長、理

事長、各競技ごとの部長、委員長、専門委員その他の高体連の役員

の氏名が記載されている。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第８１号の欄に掲げる高体連の役員の氏名を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

当該公文書は、平成１０年１０月１日前に供覧の手続が終了した

公文書であると認められたので、平成１０年改正前条例第８条の規

定が適用される。

実施機関が非開示とした高体連の役員の氏名は、個人に関する情

報であって、特定の個人が識別されるものであることが認められた

ので、平成１０年改正前条例第８条第２号本文に該当する。また、

同号ただし書イからハまでのいずれにも該当しない。

（９）諮問第８３号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、平成１０年５月２９日から同年６月１

日にかけて行われた本件競技大会に参加した県立、私立等の各高等

学校が高体連バスケットボール専門委員長に直接提出した本件競技

大会参加申込書である。

まず、県立高等学校以外の参加申込書について検討する。これら

は、実施機関に存在せず、熊本県情報公開条例（平成１２年熊本県

条例第６５号）による改正前の熊本県情報公開条例（昭和６１年熊

本県条例第３７号）第２条第１項にいう公文書は存在しないことが

認められた。したがって、諮問第８３号に係る開示請求に対して、

県立高等学校以外の参加申込書について不存在とする実施機関の説

明には理由があると認められる。

次に、各県立高等学校が作成した参加申込書について検討する。
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これらには、チーム名、コーチ名及びその印影、アシスタントコー

チ名、マネージャー名並びに選手の氏名、番号、学年及び身長が記

載されている。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第８３号の欄に掲げる部分（以下「本件非開示部分⑥」とい

う。）を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

各県立高等学校が作成した参加申込書は、平成１０年１０月１日

前に決裁又は供覧の手続が終了した公文書であると認められたので、

平成１０年改正前条例第８条の規定が適用される。

本件非開示部分⑥は、個人に関する情報であって、特定の個人が

識別され、又は識別され得るものであることが認められたので、平

成１０年改正前条例第８条第２号本文に該当する。また、同号ただ

し書イからハまでのいずれにも該当しない。

（１０）諮問第８４号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、鹿本商工の生徒の事故について、同校

の校長が実施機関に第一報として報告した内容に基づいて実施機関

の職員が作成したものである。

当該公文書には、学校名、関係者、発生年月日、発生の場所、災

害の程度及び事故の概要が記載されている。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第８４号の欄に掲げる部分（以下「本件非開示部分⑦」とい

う。）を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

当該公文書は、平成１０年１０月１日前に決裁又は供覧の手続が

終了した公文書であると認められたので、平成１０年改正前条例第

８条の規定が適用される。

本件非開示部分⑦は、個人に関する情報であって、特定の個人が

識別されるものであることが認められたので、平成１０年改正前条
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例第８条第２号本文に該当する。また、同号ただし書イからハまで

のいずれにも該当しない。

（１１）諮問第９０号関係

ア 開示請求に係る公文書について

諮問第７２号及び第７７号に係る開示請求の対象となった公文書

（上記（２）ア及び（６）ア）と同一である。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

諮問第７２号及び第７７号に係る当審査会の判断（上記（２）イ

及び（６）イ）と同様である。

（１２）諮問第９２号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、鹿本商工の生徒の事故に関して同校の

職員が行った出張に関して作成された一連の文書である。このうち、

出張伺は、同校の職員が出張するために作成したものであり、職名、

氏名、旅行先、旅行用務、旅行期間等が記載されている。旅行命令

簿は、熊本県職員等の旅費に関する条例（昭和２７年熊本県条例第

３１号。以下「旅費条例」という。）第４条第４項の規定により同

校の校長が出張に関する事項を記載し、これを出張する職員に提示

するために作成したものであり、同校の職員の職名及び氏名、職員

番号又は口座番号、級号給（相当級）、精算額、旅行用務、旅行期

間等が記載されている。復命書は、学校管理規則第１９条第２項の

規定により出張した職員が同校の校長に復命するために作成したも

のであり、同校の職員の職名、氏名、旅行先、旅行用務、旅行期間、

旅行先での概要等が記載されている。支出命令書は、旅費条例第３

条の規定により出張した職員に対し旅費を支給するために、熊本県

会計規則（昭和６０年熊本県規則第１１号。以下「会計規則」とい

う。）第３８条第１項の規定により実施機関の職員が作成したもの

であり、支出科目、支出金額、債権者の住所及び氏名、口座振替先

等が記載されている。支出命令内訳書（債権者）は、当該支出命令

において債権者が複数いる場合の添付書類として、実施機関の職員
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が作成したものであり、支出金額、債権者コード、債権者の住所及

び氏名、口座振替先等が記載されている。旅費仕訳書は、会計規則

第３７条及び第３８条の規定により実施機関の職員が作成したもの

であり、出張した職員の職名及び氏名、職員番号又は口座番号、級

号給（相当級）、精算額、旅行用務、旅行期間、旅費の計算内訳等

が記載されている。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第９２号の欄に掲げる部分（以下「本件非開示部分⑧」とい

う。）を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号又は平成１０年改正後条例第

８条第２号該当性について

当該公文書のうち、１０月１日前公文書については平成１０年改

正前条例第８条の規定が、１０月１日以後公文書については平成１

０年改正後条例第８条の規定が、それぞれ適用される。

（ア）まず、本件非開示部分⑧のうち、１０月１日前公文書に記載さ

れている教職員の氏名、印影、生徒の氏名、高体連関係者氏名等

個人の氏名に係る情報については、個人に関する情報であって、

特定の個人が識別されるものであることが認められたので、平成

１０年改正前条例第８条第２号本文に該当する。また、同号ただ

し書イからハまでのいずれにも該当しない。

次に、１０月１日以後公文書に記載されている生徒の氏名につ

いても、同様に、平成１０年改正後条例第８条第２号本文に該当

する。また、同号ただし書イからニまでのいずれにも該当しない。

（イ）しかしながら、本件非開示部分⑧のうち、弁護士の氏名につい

て検討する。

復命書に記載されている弁護士が事故で死亡した生徒に係る見

舞金の支給等について関係者との協議に出席していたことは、弁

護士の事業活動に係るものであり、当該弁護士の氏名は、事業を

営む個人の当該事業に関する情報であると認められた。この情報

の非開示該当性については、平成１０年改正前条例第８条第３号

が適用されるものである。したがって、当該弁護士の氏名は、平

成１０年改正前条例第８条第２号に該当せず、実施機関の主張は
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採用できない。なお、同条第３号該当性の判断は、次のウで検討

することとする。

（ウ）次に、本件非開示部分⑧のうち、職員番号又は口座番号、級号

給（相当級）及び債権者コードについて検討する。

これらは、共済制度等において利活用されている重要な内部情

報であり、特に口座番号については、旅費だけでなく給与等の受

給のために各職員が指定しているものである。したがって、これ

らの情報は、個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、

又は識別され得るものであることが認められたので、平成１０年

改正前条例又は平成１０年改正後条例第８条第２号本文に該当す

る。また、平成１０年改正前条例第８条第２号ただし書イからハ

まで及び平成１０年改正後条例第８条第２号ただし書イからニま

でのいずれにも該当しない。

ウ 平成１０年改正前条例第８条第３号該当性について

平成１０年改正前条例第８条第３号は、開示しないことができる

情報として「法人（国及び地方公共団体を除く。）その他の団体

（以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当

該事業に関する情報であって、開示することにより、当該法人等又

は当該事業を営む個人の競争上の地位その他正当な利益を害すると

認められるもの。」と規定している。この趣旨は、開示することに

より、法人等又は事業を営む個人の競争上の地位その他正当な利益

を害すると認められる情報が記録されている公文書については、非

開示とすることを定めたものである。そこで、当該弁護士の氏名を

開示することが、当該弁護士の競争上の地位その他正当な利益を害

すると認められるか否かについて検討する。弁護士の社会的立場及

び役割からすれば、一般的に弁護士の氏名は公とされるものであり、

これを開示しても、当該弁護士と依頼者との信頼関係を損なうおそ

れはないと認められることから、当該弁護士の競争上の地位その他

正当な利益を害するとは認められない。したがって、当該弁護士の

氏名は、平成１０年改正前条例第８条第３号に該当しない。

（１３）諮問第９３号関係
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ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、平成１０年５月２９日に開催された熊

本県高等学校総合体育大会バスケットボール競技大会における鹿本

商工の職員の出張に関して作成された一連の文書である。当該公文

書の構成及び記載内容については、上記（１２）アと同様である。

実施機関は、当該公文書に記載された情報のうち、別表第３の諮

問第９３号の欄に掲げる部分（以下「本件非開示部分⑨」とい

う。）を非開示とした。

イ 平成１０年改正前条例第８条第２号該当性について

当該公文書は、平成１０年１０月１日前に決裁又は供覧の手続が

終了した公文書であると認められたので、平成１０年改正前条例第

８条の規定が適用される。

本件非開示部分⑨のうち、教職員の氏名及び印影並びに生徒の氏

名については、個人に関する情報であって、特定の個人が識別され

るものであることが認められた。また、職員番号又は口座番号、級

号給（相当級）及び債権者コードについては、上記（１２）イ

（ウ）で述べたとおりである。したがって、本件非開示部分⑨は、

平成１０年改正前条例第８条第２号本文に該当する。また、同号た

だし書イからハまでのいずれにも該当しない。

（１４）諮問第１０１号関係

ア 開示請求に係る公文書について

開示請求に係る公文書は、鹿本商工が学校保健法（昭和３３年法

律第５６号）第６条に規定する健康診断を行ったときに、同法施行

規則（昭和３３年文部省令第１８号）第６条の規定により同校が作

成した生徒健康診断票（一般）及び生徒健康診断票（歯・口腔）で

ある。

実施機関は、当該公文書の全部を非開示とした。

イ 当該公文書の非開示決定について

当該公文書は、上記（７）で述べた生徒健康診断票（一般）及び

生徒健康診断票（歯・口腔）と同一のものであることが認められた。
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実施機関は、諮問第７８号に係る開示請求に対して当該公文書と

同一の文書を一部開示しており、当審査会として当該一部開示決定

が妥当であると判断したことは上記（７）において述べたとおりで

ある。したがって、当該公文書を全部非開示とした実施機関の判断

は妥当でなく、諮問第７８号に係る開示請求に対して実施機関が開

示した部分と同様の部分を開示すべきである。

３ 結論

以上により、冒頭の「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

熊本県情報公開審査会

会 長 坂本 仁郎

会長職務代理者 石橋 敏郎

委 員 福嶋美和子

委 員 大江 正昭

委 員 林田美恵子
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審査の経過

年 月 日 審 査 の 経 過

平成１１年 ９月１０日 ・諮問（第７１号、第７２号、第７４号、

第７５号、第７６号、第７７号、第７８

号）

平成１１年１０月１４日 ・諮問（第８１号、第８３号、第８４号）

平成１１年１０月２１日 ・実施機関から一部開示理由書を受理

（第７１号、第７２号、第７４号、第

７５号、第７６号、第７７号、第７８

号）

平成１１年１１月２２日 ・実施機関から一部開示理由書を受理

（第８１号、第８３号、第８４号）

平成１１年１２月２１日 ・諮問（第９０号）

平成１２年 １月２０日 ・諮問（第９２号、第９３号）

平成１２年 ２月 ４日 ・実施機関から一部開示理由書を受理

（第９０号）

平成１２年 ２月１４日 ・実施機関から一部開示理由書を受理

（第９２号、第９３号）

平成１２年 ６月 ９日 ・諮問（第１０１号）

平成１２年 ９月１８日 ・実施機関から非開示理由書を受理

（第１０１号）

平成１３年 ９月２７日 ・諮問の審議

平成１３年１０月３０日 ・諮問の審議

平成１３年１１月２７日 ・諮問の審議
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別表第１ 諮問に至る経過

旧条例第６ 旧条例第７ 行政不服審諮問 開示請求に係る公文書の件名
条の規定に 条の規定に 査法（昭和番号
より異議申 より実施機 ３７年法律

立人が公文 関が非開示 第 １ ６ ０

書の開示請 の決定を行 号）第６条

求を行った った年月日 の規定によ

年月日 り異議申立

人が実施機

関に対して

異議申立て

を行った年

月日

７１ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立済々黌高等学校における校務日誌

（９８年５月２０日～７月２０日）

７２ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立済々黌高等学校における校務分掌

表（１９９８年度）

７４ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立済々黌高等学校における職員会議

録（１９９８年５月～１０月分）

７５ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立済々黌高等学校における保健日誌

（１９９８年５月２０日～５月３１日）

７６ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立鹿本商工高等学校から熊本県教育

委員会に提出された生徒事故報告書（９８年

５月～９９年３月）

７７ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立鹿本商工高等学校における校務分

掌（１９９８年度）

７８ H11. 8.20 H11. 9. 3 H11. 9. 7熊本県立鹿本商工高等学校から熊本県教育

委員会に提出された日本体育・学校健康セン

ター関連文書（１９９８年５月～１９９９年

１月）

８１ H11. 9. 7 H11. 9.21 H11.10. 5熊本県高等学校体育連盟規約等

８３ H11. 9. 7 H11. 9.21 H11.10. 5１９９８年度熊本県高等学校総合体育大会

バスケットボール競技大会＜男子の部＞の参

加申込書

８４ H11. 9. 7 H11. 9.21 H11.10. 5熊本県立済々黌高等学校において９８年５

月２９日に発生した県立鹿本商工高等学校在

籍の男子生徒（当時２年）の死亡事故、及び

同事故後の両校校長及び熊本県教育委員会対

応関連文書

９０ H11.11. 2 H11.11.16 H11.12. 8熊本県立鹿本商工高等学校及び県立済々黌

高等学校における平成１０年度の校務分掌
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９２ H11.12. 8 H11.12.22 H12. 1.13平成１０年５月２９日に開催された熊本県

高校総体男子バスケットボール試合における

県立鹿本商工高等学校生徒の死亡事故に関連

して県立鹿本商工高等学校職員が出張したこ

とに関する出張伺、旅行命令簿、復命書、支

出命令書、支出命令内訳書

９３ H11.12. 8 H11.12.22 H12. 1.13平成１０年５月２９日に開催された熊本県

高校総体男子バスケットボール試合に関連し

て県立鹿本商工高等学校職員が出張したこと

に関する出張伺、旅行命令簿、復命書、支出

命令書、支出命令内訳書

１０１ H12. 4.27 H12. 5.11 H12. 5.29平成１０年５月２９日に開催された熊本県

高校総体男子バスケットボール試合において

死亡した県立鹿本商工高校生徒に係る健康診

断に関する文書
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別表第２ 実施機関の説明

諮問 異議申立てに対する実施機関の説明要旨

番号

７１ 県立済々黌高等学校の校務日誌の職員氏名は、公務員の職務の遂行に係る

情報に含まれる当該公務員の氏名であるが、旧条例改正前（平成１０年９月

） 、 、３０日以前 の公文書の個人に関する情報であり その他の氏名については

すべて個人に関する情報である。

７２ 県立済々黌高等学校の校務分掌表の職員氏名は、公務員の職務の遂行に係

る情報に含まれる当該公務員の氏名であるが、旧条例改正前（平成１０年９

月３０日以前）の公文書の個人に関する情報である。

７４ 県立済々黌高等学校における職員会議録の職員氏名は、公務員の職務の遂

行に係る情報に含まれる当該公務員の氏名であるが、旧条例改正前（平成１

０年９月３０日以前）の公文書の個人に関する情報である。

また、議事録における職員以外の氏名等並びに「転入考査について」及び

「不登校生徒について」に関する内容は、個人に関する情報のうち心身の状

況、成績等に関する情報であり、他の情報と組み合わせることにより、特定

の個人が識別され得る情報も含んでいる。

７５ 県立済々黌高等学校における保健日誌の職員氏名は、公務員の職務の遂行

に係る情報に含まれる当該公務員の氏名であるが、旧条例改正前（平成１０

年９月３０日以前）の公文書の個人に関する情報である。その他の氏名及び

記載内容は、個人に関する情報（生徒の心身の状況を含む個人のプライバシ

ーに関する情報）である。

７６ 県立鹿本商工高等学校から県教育委員会に提出された生徒事故報告書の職

員氏名（私立高校教員は除く ）は、公務員の職務の遂行に係る情報に含ま。

、 （ ）れる当該公務員の氏名であるが 旧条例改正前 平成１０年９月３０日以前

の公文書の個人に関する情報である。その他の氏名については、すべて個人

に関する情報である。

７７ 県立鹿本商工高等学校の校務分掌表の職員氏名は、公務員の職務の遂行に

係る情報に含まれる当該公務員の氏名であるが、旧条例改正前（平成１０年

９月３０日以前）の公文書の個人に関する情報である。

７８ 県立鹿本商工高等学校から県教育委員会に提出された日本体育・学校健康

センター関連文書の職員氏名は、公務員の職務の遂行に係る情報に含まれる

当該公務員の氏名であるが、旧条例改正前（平成１０年９月３０日以前）の

公文書の個人に関する情報である。その他の氏名については、すべて個人に

関する情報（請求者の自己に関する情報も含む ）である。。
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８１ 高体連規約等のうち役員表の氏名は、任意団体である高体連関係者の氏名

であり、すべて個人に関する情報である。

８３ １９９８年熊本県高等学校総合体育大会バスケットボール大会参加申込書

のうち県立高等学校以外の分は、取得していないので不存在である。

県立高等学校の同大会参加申込書の職員氏名は、公務員の職務の遂行に係

る情報に含まれる当該公務員の氏名であるが、旧条例改正前（平成１０年９

月３０日以前）の公文書の個人に関する情報であり、またその他の氏名、エ

ントリー選手名等についても、個人に関する情報である。

８４ 県教育委員会対応関連文書の職員氏名は、公務員の職務の遂行に係る情報

に含まれる当該公務員の氏名であるが、旧条例改正前（平成１０年９月３０

日以前）の公文書の個人に関する情報である。その他の氏名についても、す

べて個人に関する情報である。

９０ 熊本県情報公開条例は、平成１０年６月改正（平成１０年熊本県条例第３

０号）により公務員の職務の遂行に係る情報に含まれる当該公務員の職、氏

名については開示することができることとしたが、同条例附則第３項により

改正条例の施行日（平成１０年１０月１日）前に決裁又は供覧の手続きが終

了した公文書についてはなお従前の例によることとされている。

各高等学校の校務分掌は、当該年度の年度当初に決定されており、平成１

０年度の校務分掌は、平成１０年９月３０日以前にすでに決裁が終了してい

る公文書である。このため、改正前の例に従って上記の決定としたものであ

る。

９２ 異議申立てのあった出張関連文書に記載されている県立鹿本商工高等学校

職員の氏名は、公務員の職務の遂行に係る情報に含まれる当該公務員の氏名

であるが、旧条例改正前（平成１０年９月３０日以前）の公文書の個人に関

する情報であることから、非開示としている。また、その他の氏名について

は、すべて個人に関する情報である。

９３ 異議申立てのあった出張関連文書に記載されている県立鹿本商工高等学校

職員の氏名は、公務員の職務の遂行に係る情報に含まれる当該公務員の氏名

であるが、旧条例改正前（平成１０年９月３０日以前）の公文書の個人に関

する情報であることから、非開示としている。また、その他の氏名について

は、すべて個人に関する情報である。

１０１ 異議申立てのあった公文書については、当該生徒の健康の記録に関する文

書で、生徒の個人名及び身体の状況が記録されていることから、個人に関す

る情報であって、特定の個人が識別され、又は、識別され得る情報が記録さ

れており、旧条例第８条第２号に該当すると判断した。さらに、これが、学

校保健法施行規則第６条の規定により作成された文書ではあるが、開示する

ことが公益上必要であると認められないため、非開示とした。
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別表第３ 非開示部分

諮問 実施機関が非開示とした部分

番号

・ 教職員の氏名、生徒の氏名及びクラス名７１

・ 教職員の年次有給休暇の取得時間及び休暇の種類

・ 平成１０年６月５日付け校務日誌の通達事項の欄に記載されている水泳

中の事件名

・ 平成１０年６月２９日付け校務日誌の校務記事の欄に記載されている教

職員を祝する内容

・ 高校名

７２ ・ 教職員の氏名

、生徒の氏名及びクラス名７４ ・ 教職員の氏名

・ 高校名

・ 平成１０年６月３０日付け職員会議録のその２及び同年７月３１日付け

職員会議録のその４に記載されている教職員の発言内容

・ 平成１０年７月３１日付け職員会議録に記載されている転入考査及び不

登校生徒についての協議及び報告内容

・ 平成１０年８月３１日付け職員会議録に記載されている教育相談におけ

る生徒の状況についての報告内容

７５ ・ 教職員の氏名、生徒の氏名及びクラス名

・ 部活動名、部活動における役職名

・ 生徒の傷病の状況が記録されている部分

・ 生徒及び生徒の保護者の相談内容及び発言内容

７６ ・ 教職員、生徒、保護者、高体連関係者、報道関係者等の氏名

７７ ・ 教職員の氏名

７８ ・ 生徒の氏名、生年月日及びクラス名

・ 保護者氏名

・ 教職員及び医師の氏名及び印影

・ 生徒の身長、体重、座高、栄養状態、視力、歯及び口腔の状態等身体の

状態が記載されている部分

・ 諮問第７６号及び第８３号の欄に掲げる部分
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８１ ・ 高体連の役員の氏名

８３ ・ コーチ名及び印影、アシスタントコーチ名、マネージャー名

・ 選手の氏名、番号及び身長

８４ ・ 教職員、生徒、保護者、高体連関係者、熊本県教育委員会事務局職員の

氏名

９０ ・ 教職員の氏名

９２ ・ 教職員の氏名及び印影

・ 生徒、高体連関係者、熊本県教育委員会事務局職員、弁護士等の氏名

・ 職員番号又は口座番号、級号給（相当級）、債権者コード

９３ ・ 教職員の氏名及び印影、生徒の氏名

・ 職員番号又は口座番号、級号給（相当級）、債権者コード

１０１ ・ 開示請求に係る公文書の全部
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別表第４ 開示すべき部分

諮問 開示すべき部分

番号

７１ ・ 平成１０年５月３１日付け校務日誌に記載されている熊本県高等学校総

合体育大会で入賞した生徒の氏名

・ 平成１０年７月４日付け校務日誌に記載されている熊本県水泳選手権１

００ｍ平泳で優勝した教職員の氏名

・ 平成１０年７月１５日付け校務日誌に記載されているフェンシング九州

大会で入賞した生徒の氏名

・ 平成１０年６月５日付け校務日誌の通達事項の欄に記載されている水泳

中の事件名

・ 高校名

７４ ・ 高校名

・ 平成１０年６月３０日付け職員会議録のその２及び同年７月３１日付け

職員会議録のその４に記載されている教職員の発言内容

・ 平成１０年１０月１２日付け職員会議録に記載されている教職員の氏名

９２ ・ 弁護士の氏名

１０１ ・ 諮問第７８号に係る開示請求に対して実施機関が開示した部分と同様の

部分


